
（平成２４年７月１１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 2 件



                      

  

埼玉国民年金 事案 4944 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年 10 月から同年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56 年 10 月から同年 12 月まで 

            ② 昭和 61 年４月から 62 年４月まで 

③ 平成２年１月から同年３月まで 

   申立期間①の国民年金保険料はＡ区役所で、申立期間②及び③の保険

料はＢ市役所で、それぞれ納付書に現金を添えて納付したので、未納の

記録となっていることに納得できない。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、20 歳になった昭和 53 年頃に国民年

金の加入手続を行ったとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番

号（＊）は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、同年

10 月頃に払い出されたものと推認され、申立期間①は、国民年金保険

料を納付することが可能な期間である。 

また、オンライン記録によると、申立人は、20 歳に達した昭和 53 年

＊月から 61 年３月まで、申立期間①を除いて、国民年金保険料を全て

現年度納付しており、３か月と短期間である申立期間①の保険料を納付

できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、戸籍の附票によると、申立人の住所は昭和 61

年４月にＡ区からＢ市に異動していることが確認できるところ、上記１

の国民年金手帳記号番号に係るオンライン記録では、同年５月に申立人

の不在決定が行われているとともに、平成 21 年３月まで申立人の住所

地がＡ区となっていることから、申立人はＢ市に転居した際、国民年金



                      

  

の住所変更手続を行わなかったものと推認され、申立期間②当時、同市

では申立人が国民年金の被保険者として管理されていなかったものと考

えられる。 

また、申立人には、Ｂ市において、別の国民年金手帳記号番号（＊）

が払い出されているが、当該記号番号は、その前後の被保険者の資格取

得時期から、平成２年４月頃に払い出されたものと推認され、その時点

では、申立期間②は時効により国民年金保険料を納付することができな

い期間である上、上記１の国民年金手帳記号番号（＊）を除いて、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期

間②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、昭和 53 年 10 月頃に払い出されたと

推認される国民年金手帳記号番号（＊）に係る被保険者としては、上記

２のとおり、申立期間③当時、Ｂ市では管理されていなかったものと考

えられる。 

また、平成２年４月頃に払い出されたと推認される国民年金手帳記号

番号（＊）に係る被保険者としては、申立期間③において過年度納付す

ることが可能であるが、申立人からは、申立期間③において過年度納付

を行ったとの供述は得られない上、オンライン記録によると、申立人が

３年３月に厚生年金保険に加入したことにより、同年５月 17 日付けで

同年３月分の国民年金保険料が、申立期間③の直前の元年 12 月分の保

険料に充当されていることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間③の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期

間③の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

 

  ４ 上記の事情を総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

56 年 10 月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4951 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年７月から 60 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から 60 年３月まで 

私は申立期間当時、学生であったので祖父が将来を心配し、祖父が国

民年金の加入手続を行うとともに、遡って納付できる国民年金保険料を、

納付場所は分からないが一括で納付してくれた。その後の保険料は集金

に来る納税組合の人に納付していたと聞いている。申立期間の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 58 年７月から 60 年３月までの期間について、

申立人は、その祖父が国民年金の加入手続と遡って納付できる国民年金

保険料を納付場所は分からないが一括で納付してくれたとしているとこ

ろ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の

資格取得時期から、60 年 10 月頃に払い出されたと推認され、その時点

では、申立期間のうち、当該期間は、遡って保険料を納付することがで

きる期間である。 

また、申立人の祖父と同居していた申立人の両親及び姉の国民年金保

険料についても祖父が納付していたとしており、オンライン記録による

と、その家族（妹を除く。）の保険料は納付済みとなっていることが確

認できることから、その祖父の納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、オンライン記録から、申立期間の一部期間について、申立人

の両親は過年度納付となっていることが確認できるところ、昭和 60 年

11 月 11 日に申立人の過年度納付書が発行されていることが確認できる



                      

  

ことから、その祖父が、申立人の申立期間のうち、58 年７月から 60 年

３月までの期間の国民年金保険料を遡って納付した可能性は否定できず、

当該期間の保険料を遡って納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 47 年４月から 58 年６月までの期間について、

申立人の国民年金手帳記号番号は上記１のとおり 60 年 10 月頃に払い出

されたと推認され、その時点では、当該期間は時効により国民年金保険

料を納付することができない期間である上、当委員会においてオンライ

ンの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて、総合的に判断すると、申立人は、申立期間の

うち、昭和 58 年７月から 60 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 4952 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年１月から 53 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年８月 

② 昭和 46 年３月から 53 年３月まで 

私は昭和 48 年３月に結婚し、それから間もなく姉に勧められ、姉に

国民年金の加入手続をしてもらった。その際、姉から未納分の国民年金

保険料は２年間であれば遡って納付できると聞いたので、金額は不明だ

が自分でＡ町役場（当時）に行って納付したと思う。その後の保険料は、

町内の人が集金に来ていたので、私と夫の分をまとめて納付していた。

申立期間①及び②保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②のうち、昭和 52 年１月から 53 年３月までの期間について、

申立人は、その姉に国民年金の加入手続をしてもらい、未納分の保険料

は２年間であれば遡って納付できると聞いたため、自身でＡ町役場に行

って納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、当

該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、54 年２月頃に払い出

されたと推認され、その時点では、申立期間のうち、当該期間は、遡っ

て保険料を納付することができる期間である。 

また、Ａ町役場は申立期間当時、過年度に係る国民年金保険料の納付

が可能であったとしており、申立内容に不自然さは見られない。 

さらに、申立人は、申立期間以外に未納は無い上、申立人が一緒に納

付したとしているその夫についても全て納付済みであることから、申立

人の納付意識は高かったものと考えられ、申立人が当該期間の国民年金



                      

  

保険料を遡って納付できなかった特段の事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間①及び申立期間②のうち、昭和 46 年３月から 51 年 12 月ま

での期間について、申立人の国民年金手帳記号番号は上記１のとおり

54 年２月頃に払い出されたと推認され、その時点では、当該期間は時

効により保険料を納付することができない期間である上、当委員会にお

いてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金

手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人が、当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 52 年１月から 53 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6997 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格喪失

日に係る記録を昭和 41 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の

記録を５万 2,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年３月 30 日から同年４月１日まで 

私の厚生年金保険被保険者記録は、昭和 41 年３月 30 日に有限会社Ａ

（以下「Ｂ社」という。）において資格を喪失し、同年４月１日に株式

会社Ｃにおいて資格を取得したことになっており、年金加入期間に１か

月の欠落期間がある。Ｂ社を退社したのは、同年３月 31 日で、同社か

ら支給された同年３月の給与から厚生年金保険料が控除されているので、

同社における被保険者資格喪失日を同年４月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ｂ社において会計及び総務関係事務を担当していた同僚

は、「申立人は、昭和 41 年３月 31 日にＢ社を退職して同年４月１日に株

式会社Ｃに移籍したのであり、１日も空いた日は無かった。」と供述して

いる上、株式会社Ｃ（現在は、Ｄ株式会社）が提出した申立人に係る人事

記録に昭和 41 年４月１日付けで「Ｂ社より出向」と記載されていること

から、申立人は、申立期間においてＢ社に勤務していたことが認められる。 

また、申立人が提出したＢ社の昭和 41 年３月分の給与明細書により、

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められる。 

 なお、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保



                      

  

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立人の申立期間における標準報酬月額は、給与明細書で

確認できる昭和 41 年３月の報酬月額から、５万 2,000 円とすることが妥

当である。 

   申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該事

業所は既に解散しており、当時の事業主の所在は不明であり、これを確認

できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行った否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 6998 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社における資格喪失日は昭和 62 年４月１日であると

認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額は昭和 60 年 10 月から 61 年９月までは

36 万円、同年 10 月から 62 年３月までは 32 万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年 10 月６日から 62 年４月１日まで 

  昭和 62 年４月１日にＢ株式会社へ異動するまでの申立期間は、Ａ株

式会社に勤務していたので、申立期間をＡ株式会社の厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立期間当時、Ａ株式会社及びＢ株式会社の両社で役員であった同僚は、

申立人はＡ株式会社からＢ株式会社に継続して勤務し申立期間はＡ株式会

社に勤務していたとしている上、申立人の申立事業所に係る健康保険証の

回収記録により、申立期間にＡ株式会社で勤務していたと推認できる。 

一方、適用事業所名簿により、Ａ株式会社は昭和 62 年５月 25 日に適用

事業所ではなくなっていることが確認できるところ、オンライン記録では、

申立人及び同僚４人の被保険者格喪失日は、同社が適用事業所ではなくな

った後の同年６月 10 日に、61 年 10 月１日の定時決定を取り消した上で、

60 年 10 月６日と遡及して記録されたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 60 年 10 月６日に

被保険者資格を喪失した旨の処理を社会保険事務所（当時）が遡及して行

う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なものとは認められな

いことから、申立人のＡ株式会社における資格喪失日は、Ｂ株式会社で厚

生年金保険の被保険者資格を取得した 62 年４月１日と訂正する必要があ

ると認められる。 



                      

  

なお、申立期間の標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、60 年 10 月から 61 年９月までは 36 万円、同年 10 月から

62 年３月までは 32 万円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7000 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②、③及び④について、その主張する標準賞与額

に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められることから、当該申立期間に係る標準賞与額については、平成 15

年 12 月９日を 30 万円、16 年７月 12 日を 31 万円、同年 12 月９日を 35

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月７日 

② 平成 15 年 12 月９日 

③ 平成 16 年７月 12 日 

④ 平成 16 年 12 月９日 

年金事務所からの照会により、有限会社Ａにおいて支払われた申立期

間①、②、③及び④の賞与の記録が欠落していることが分かった。申立

期間の賞与明細書を提出するので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②、③及び④について、申立人提出の賞与明細書及び事業主

提出の所得税源泉徴収簿兼賃金台帳（以下「賃金台帳」という。）によ

り、申立人に賞与が支払われ、それに見合う厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

また、当該申立期間に係る標準賞与額については、申立人提出の賞与

明細書及び事業主提出の賃金台帳で確認できる厚生年金保険料控除額か

ら、平成 15 年 12 月９日を 30 万円、16 年 7 月 12 日を 31 万円、同年 12

月９日を 35 万円とすることが必要である。 

なお、事業主が当該申立期間の申立人に係る厚生年金保険料を納付す

る義務を履行したか否かについては、事業主は賞与支払届の提出を行っ



                      

  

ていないことを認めていることから、事業主は、申立人の当該申立期間

に係る賞与額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、

社会保険事務所は申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間①について、申立人提出の賞与明細書及び事業主提出の賃金

台帳により、平成 15 年７月７日付けで、申立人に賞与が支給されてい

ることが認められるものの、厚生年金保険料が控除されていないことが

確認できる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7001 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失

日を昭和 61 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額の記録を 15

万円にすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61 年９月 29 日から同年 10 月１日まで 

  Ａ株式会社に昭和 61 年１月 21 日に入社し、平成７年 10 月５日に退

職するまで、同社Ｂ支店（同社Ｃ所から名称変更）に継続して勤務した

が、昭和 61 年９月 29 日から同年 10 月１日まで厚生年金保険の加入記

録に空白がある。申立期間について厚生年金保険の被保険者であったこ

とを認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社Ｂ支店に昭和 61 年１月 21 日から平成７年 10 月

５日まで勤務したと申し立てているところ、同社Ｄ所における申立人に係

る事業所別被保険者名簿により、申立人は昭和 61 年１月 21 日に被保険者

資格を取得し、同年９月 29 日に資格喪失し、同社Ｂ支店が厚生年金保険

の適用事業所となった同年 10 月１日に再度被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

しかしながら、事業主が提出した申立期間に係る賃金台帳及び雇用保険

の記録により、申立人がＡ株式会社に継続して勤務し、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、健康保険厚生年金保険被保険者原票によりＡ株式会社Ｂ支店が厚

生年金保険の適用事業所となった昭和 61 年 10 月１日に被保険者資格を取

得した複数の同僚が、同社Ｄ所において申立人と同じ同年９月 29 日に被



                      

  

保険者資格を喪失していることが確認できるところ、事業主は、「人事異

動は１日付けが通例で、資格喪失日は昭和 61 年 10 月１日が正しい。」と

回答していることから、申立人のＡ株式会社における資格喪失日について

は、同年 10 月１日とすることが妥当である。 

さらに、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法

律に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年

金保険料額又は申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

  したがって、申立期間の標準報酬月額については、昭和 61 年９月及び

同年 10 月の賃金台帳における報酬月額及び厚生年金保険料控除額から、

15 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7002 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額の記録を、平成 11 年 12 月から 12 年６月までを 30 万円、同年７月

から 13 年８月までを 34 万円、同年９月を 41 万円に訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年 12 月６日から 13 年 10 月 31 日まで 

年金事務所の記録では、ハローワークの紹介で勤務したＡ株式会社の

申立期間の標準報酬月額が、実際の給与額と相違し、一律 15 万円に引

き下げられている。社会的問題を起こした会社の事業内容等は、役員、

幹部以外に知ることもなく、自分は、従業員として勤務していた。 

なお、退職後は、被害者のために告発の中心となり、警視庁、被害者

弁護団、マスコミ等にも協力した。給与明細書もあるので、調査し、申

立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人の申立期間に係るＡ株式会社における厚

生年金保険の標準報酬月額は、当初、平成 11 年 12 月から 12 年６月まで

は 30 万円、同年７月から 13 年８月までは 34 万円、同年９月は 41 万円と

記録されていたところ、同事業所が適用事業所ではなくなった 14 年３月

16 日より後の 16 年２月５日付けで、12 年７月の随時改定、同年 10 月の

定時決定、及び 13 年９月の随時改定の記録を取り消し、11 年 12 月６日

（入社日）から 13 年９月(退職日の前月)までの期間が一律 15 万円に遡及

減額訂正されていることが確認できる。 

また、オンライン記録から、当該事業所が適用事業所に該当しなくなっ

た日より後に遡及減額訂正された被保険者は 64 人おり、全員が申立人と

同様に 15 万円に標準報酬月額が引き下げられていることが確認できる。 



                      

  

しかしながら、申立人が所持する給与明細書及び源泉徴収票により、申

立期間の報酬月額は遡及減額訂正後の標準報酬月額（15 万円）に減額さ

れておらず、申立人が主張する標準報酬月額（30 万円から 41 万円）に基

づく厚生年金保険料が給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該事業所に係る法人登記簿謄本によると、平成 14 年４月＊日

に破産宣告（平成 17 年９月＊日破産宣告終結）が行われているところ、

同事業所の破産管財人は、「社会保険料滞納に伴う交付要求が社会保険事

務所からあり、被害者救済のため、社会保険事務所と相談したところ、標

準報酬月額の遡及減額訂正の指導を受け、届書を作成し、元従業員へ遡及

減額訂正に伴う同意についての通知を送付した。」と供述している。 

しかしながら、申立人は、「被害者のためにということで破産宣告の陳

述申告書に署名し、上記通知についても、従業員であり、総務担当とはい

え社会保険事務への関与も無く、同意をしていない。」と申述している。 

さらに、文書回答のあった元同僚４人のうち３人は、当該事業所は、社

会保険料の滞納があったと供述し、そのうち１人の同僚は、15 万円への

遡及減額訂正は破産管財人が行ったとしか考えられないと回答している。 

これらを総合的に判断すると、平成 16 年２月５日付けで行われた遡及

減額訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会保険事務所において

申立人に係る入社日（平成 11 年 12 月６日）に遡及して標準報酬月額の減

額処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められ

ないことから、当該訂正処理の結果として記録されている申立人の 11 年

12 月から 13 年９月までの標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当

初届け出た、11 年 12 月から 12 年６月までを 30 万円、同年７月から 13

年８月までを 34 万円、同年９月を 41 万円に訂正することが必要と認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 7004 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、株式会社Ａに係る資格喪失日は、平成４年１月 24 日である

と認められることから、厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間のうち、平成３年８月 31 日から４年１月 24 日までの期

間の標準報酬月額については、19 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年８月 31 日から４年６月 16 日まで 

国の記録によれば、申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録が欠落

しているが、株式会社Ａ（以下「事業所」という。）に継続して勤務し

ていた。 

申立期間についても、厚生年金保険料が控除されていたはずであるの

で、第三者委員会で調査の上、厚生年金保険被保険者記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち、平成３年８月 31 日から４年１月 24 日までの期間に

ついては、雇用保険の加入記録から、申立人が当該期間において、事業

所に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録により、事業所は、平成３年８月 31 日に適用

事業所に該当しなくなっていることが確認できるところ、同日より後の

４年１月 24 日に、申立人に係る３年 10 月の定時決定が遡って取り消さ

れている上、厚生年金保険被保険者資格を同年８月 31 日に喪失した旨

の処理が遡って行われていることが確認できる。 

しかしながら、事業所に係る履歴事項全部証明書により、事業所は、

申立期間においても、引き続き法人事業所であったことが確認でき、厚

生年金保険の適用事業所の要件を満たしていたものと認められることか

ら、社会保険事務所（当時）において、適用事業所に該当しなくなった



                      

  

とする処理及び申立人の厚生年金保険の被保険資格を喪失させる処理を

行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成３年８月 31 日

に事業所における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の記録処理

は有効なものとは認められず、申立人の事業所における資格喪失日は、

上記社会保険事務所の処理日である４年１月 24 日であると認められる。 

また、申立期間のうち、平成３年８月から同年 12 月までの期間の標

準報酬月額については、訂正前の記録から、19 万円とすることが妥当

である。 

 

２ 申立期間のうち、平成４年１月 24 日から同年６月 15 日までの期間

（以下「当該期間」という。）については、上記雇用保険の記録から、

申立人が、事業所に継続して勤務していたことは認められる。 

  しかしながら、当該期間について、申立人及び複数の同僚が保管して

いた平成４年分給与所得の源泉徴収票によれば、当該期間の厚生年金保

険料は給与から控除されていないことが確認できる。 

また、オンライン記録により、事業主は既に他界していることが確認

できることから、当該期間の厚生年金保険料控除について確認すること

ができない。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案7005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、Ｂ株式

会社）における資格取得日に係る記録を昭和 49 年 10 月２日に訂正し、申

立期間の標準報酬月額の記録を 12 万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年 10 月２日から 50 年 12 月５日まで 

昭和 49 年 10 月から、株式会社Ａに勤務していたが、年金事務所の記

録では、50 年 12 月５日に被保険者資格を取得したことになっており、

記録が間違っている。調査の上、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出された資料における入社日の記録、健康保険の被保険者

資格取得日の記録及び申立人が提出した退職所得の源泉徴収票における入

社日の記録から判断すると、申立人は、申立期間に株式会社Ａに勤務して

いたことが認められる。 

また、当時、給与計算等を担当していた同僚は、「採用後一定期間を経

てから厚生年金保険に加入させるような慣行は無く、健康保険及び厚生年

金保険の被保険者資格取得手続は同時に行っており、健康保険料だけを控

除して厚生年金保険料を控除していなかったことは考えられない。」と供

述している。 

さらに、申立人の数日前に入社したとする同僚は、給与から厚生年金保

険料が毎月控除されていたにもかかわらず、入社日と被保険者資格取得日

が相違していたため、退職後に自ら会社に申し出て資格取得日の訂正が行

われたことを記憶しており、事業所別被保険者名簿において、当初の資格

取得日は昭和 50 年 12 月 10 日と記録されていたところ、退職後に、１年



                      

  

以上前の日付に訂正されていることが確認できる上、当該同僚は記録訂正

にあたり厚生年金保険料をまとめて支払った記憶は無いと供述している。 

これらの事実から判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 50 年 12 月５日の社会

保険事務所（当時）の記録から、12 万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明と回答しているが、仮に、事業主から申立人に係

る被保険者資格取得日を昭和 49 年 10 月２日とする被保険者資格取得届が

提出された場合には、その後、被保険者標準報酬算定基礎届を提出する機

会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該

届出を記録していないとは通常の事務処理では考え難いことから、事業主

が資格取得日を 50 年 12 月５日として届け出て、その結果、社会保険事務

所は、申立人に係る 49 年 10 月から 50 年 11 月までの期間に係る保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年２月から５年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月から５年８月まで 

   平成４年か５年に、Ａ市役所で国民年金の加入手続を行った。申立期

間の国民年金保険料は同市役所及び銀行等で納付したので、未納の記録

となっていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年か５年にＡ市役所で国民年金の加入手続を行ったと

しているところ、申立人提出の年金手帳に国民年金の記号番号は記載さ

れていない上、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査し

たが、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらな

い。 

また、オンライン記録によると、申立人の厚生年金保険の記号番号が

平成９年１月に基礎年金番号となっており、同年 10 月に国民年金保険料

が初めて納付されたことが確認できることから、国民年金加入手続は同

年に行われたものと推認され、その時点では、申立期間は時効により保

険料を納付することができない期間であったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



 

 

埼玉国民年金 事案 4946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 11 月から 61 年３月までの期間及び 63 年５月から平

成元年２月までの期間の国民年金保険料については納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 60 年 11 月から 61 年３月まで 

           ② 昭和 63 年５月から平成元年２月まで 

昭和 63 年春頃にＡ市に転居し、同市役所において国民年金の加入手

続を行い、申立期間①及び②に係る国民年金保険料を同市役所で納付し

たが、当該期間が未加入となっていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金の加入手続について、申立人の国民年金手帳記号番号

は、当該手帳記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 58 年４

月頃に払い出されたものと推認されるが、オンライン記録では、申立人が

59 年４月に厚生年金保険被保険者資格を取得したことで、国民年金被保

険者資格を喪失していることが確認できる。 

その後、昭和 60 年９月に厚生年金保険被保険者資格を喪失し、平成元

年３月に厚生年金保険被保険者資格を再取得するまでの期間（申立期間①

及び②を含む。）において、オンライン記録では、申立人の当該国民年金

手帳記号番号に係る加入記録は見当たらず、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡は見当たらない上、加入手続を行ったことを示す関連資料

も無いことから、当該期間は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料

を納付することができなかったものと推認される。 

なお、申立人は、申立期間①当時は被扶養配偶者であったと申述してい

ることから、国民年金に加入する場合は任意加入となるが、任意加入期間

については、制度上、国民年金の被保険者資格を遡及して取得することは

 



 

  

できないことから、申立人が主張する昭和 63 年春頃に加入手続をしたと

しても申立期間①における被保険者資格を取得することはできない。 

また、申立人が国民年金の加入手続を行ったとしているＡ市では、申立

人の加入記録は見当たらないとしている上、昭和 61 年４月に基礎年金制

度が導入された後の申立人が被扶養配偶者であったとしている期間（昭和

61 年４月から 63 年４月まで）について、申立人は第３号被保険者資格取

得の届出を行っていないとしていることから、申立人が 63 年春に加入手

続を行った場合には、同市において当該期間における被保険者資格の種別

（１号、２号又は３号）の確認を行うものと考えられるが、そのような確

認を行った形跡は見当たらないことから、申立人が同市において加入手続

を行ったとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4947 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年２月から同年６月までの期間及び同年 12 月から 50

年 12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年２月から同年６月まで 

           ② 昭和 41 年 12 月から 50 年 12 月まで 

20 歳になった昭和 41 年＊月及びＡ株式会社を退職した後の同年 12

月に、父が、Ｂ区役所で私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険

料を納付していた。申立期間の納付記録が無いことに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、父親が、昭和 41 年２月及び同年 12 月にＢ区役所で国民年金

の加入手続を行い、申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したとして

いるが、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、53 年６月頃に払い出されたと推認される上、申立

人が所持する年金手帳及び申立人に係る国民年金被保険者台帳において、

国民年金の被保険者資格の取得日は同年６月１日と記載されていることか

ら、申立期間①及び②は未加入期間であったと推認され、制度上、保険料

を納付することができない期間である。 

また、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関

与しておらず、申立人の父親は既に他界しており、証言が得られないこと

から、申立期間における国民年金の加入手続及び保険料の納付状況が不明

である。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう



 

  

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4948 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から４年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年４月まで 

夫がＡ市Ｂ区役所で、申立期間に係る国民年金保険料を遡って納付し

てくれたので、保険料が未納となっている申立期間の記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及びその夫は、遡って申立期間に係る国民年金保険料を納付した

としているところ、オンライン記録によると、平成６年６月 13 日に申立

期間直後の４年５月及び６年３月の保険料が過年度納付されていることが

確認できる。 

   一方、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、平成６年５月中旬以降に払い出されたと推認され、

オンライン記録によると、社会保険事務所（当時）が過年度納付書を同年

６月６日に作成していることが確認できることから、同納付書作成時点か

らすると、４年４月分以前の申立期間に係る国民年金保険料は、時効によ

り納付することができない。 

また、当委員会においてオンラインの氏名検索により調査したが、申立

人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が、申立期間について国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間につ

いて、申立人の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4949 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年８月から 63 年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年８月から 63 年３月まで 

私は、航空機墜落事故のあった昭和 60 年８月に、Ａ市役所（現在は、

Ｂ市Ｃ区役所）において、転入届及び国民年金の保険料の申請免除手続

を行った。 

その際、市役所窓口の女性職員から「免除申請とは、国民年金保険料

を納付しなくても国が３分の１を負担してくれるのよ。」と皮肉混じり

に言われたことをはっきりと覚えている。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が免除となっていな

いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、航空機墜落事故のあった昭和 60 年８月に、Ａ市役所におい

て、転入届及び国民年金の保険料の申請免除手続を行い、その際、市役所

窓口の女性職員から「免除申請とは、保険料を納付しなくても国が３分の

１を負担してくれるのよ。」と皮肉混じりに言われたことをはっきりと覚

えているとしているが、申立人は、国民年金保険料の免除申請等に関する

記憶が明確でなく、これらの状況が不明である 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 50 年６月頃に払い出されたと推認され、この

ことからすると、申立期間は、国民年金保険料の免除申請を行うことが可

能な期間であるが、オンライン記録では、申立人が申立期間における保険

料の免除申請を行ったとする記録が無い上、当委員会において、オンライ

ンの氏名検索等により調査したが、別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡も見当たらない。 



 

  

さらに、申立人は、申立期間における国民年金保険料の申請免除手続に

ついて、「Ａ市役所において、昭和 60 年８月の１度だけ行った。」と申

述しているが、当時の申請免除手続は、毎年申請することを要件としてお

り、当時の取扱いと一致しない。 

さらに、申立人が、申立期間について、免除の承認を受けたこと及び免

除申請書を提出したことを確認できる資料は無く、ほかに免除の承認を受

けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認

めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 4950 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 21 年５月から同年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 21 年５月から同年７月まで 

私は、国民年金の保険料について、仕事の関係上、なかなか時間を割

いて保険料を納付することができなかったが、平成 21 年４月以降、一

切の家計を妻に任せ、毎月、妻に保険料を納付してもらっていた。 

それにもかかわらず、申立期間の国民年金保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の保険料について、仕事の関係上、なかなか時間を

割いて保険料を納付することができなかったが、平成 21 年４月以降、一

切の家計をその妻に任せ、毎月、その妻に保険料を納付してもらっていた

としているが、申立人の国民年金の保険料の納付を行ったとするその妻は、

保険料納付に関する記憶が明確でなく、申立人は、国民年金の保険料の納

付に直接関与していないことから、納付状況が不明である。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す資料

として、「21-5-28 お支払金額 67,177（自動車税×２、年金、パソコ

ン）」、「21-7-15 お支払金額 70,000（国保、国年、パソコン代）」と

用途が手書きされているＡ信用金庫の普通預金通帳を提出したが、同信用

金庫Ｂ支店によると、平成 21 年５月 28 日に６万 7,177 円が引き出される

と同時に国庫金へ１万 4,660 円が振り込まれたことが確認され、この記録

は、同年４月分の国民年金保険料として納付されたオンライン記録の収納

年月日と一致する上、保険料額についても、当時の保険料額である１万

4,660 円と一致することから、当該保険料納付は、同年４月分の保険料で

あると推認され、申立人の主張と符合しない。さらに、同支店によると、



 

  

同年７月 15 日に７万円がＡＴＭにおいて引き出されたことが確認される

ものの、オンライン記録では、申立人が申立期間における保険料の納付を

行ったとする記録が確認できない上、当委員会において、オンラインの氏

名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡も見当たらない。 

加えて、国民年金の事務処理については、昭和 59 年２月以降は記録管

理業務がオンライン化され、電算による納付書作成、領収済通知書の光学

式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が図られた上、

平成９年１月に基礎年金番号制度が導入されており、申立期間における記

録漏れや記録誤り等が生じる可能性は極めて低いと考えられる。 

このほか、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 4953 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年７月から 57 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年７月から 57 年３月まで 

申立期間について、私は、会社を辞めた翌日（昭和 53 年７月 16 日）

に国民年金の加入手続をＡ市役所で行い、Ｂ郵便局で国民年金保険料を

納付した。その後は、割引になるため前納で保険料を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人は、会社を退職した翌日（昭和 53 年７月 16

日）に国民年金の加入手続をＡ市役所で行い、Ｂ郵便局で国民年金保険

料を納付し、その後は前納で保険料を納付したとしている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後

の被保険者の資格取得時期から、昭和 57 年５月頃に払い出されたと推認

され、その時点では、申立期間のうち、53 年７月から 55 年３月までの期

間は時効により国民年金保険料を納付できず、同年４月から 57 年３月ま

での期間は遡って保険料を納付することができる期間であるが、申立人

は遡って保険料を納付した記憶は無いと申述している上、当委員会にお

いてオンラインの氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金

手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人は、年金手帳に記載された被保険者資格取得年月日の時期

から国民年金保険料を納付していると主張しているが、この被保険者資

格取得年月日は、加入手続時期及び保険料の納付の始期にかかわらず、

強制加入の初日まで遡及して記載されるものであることから、保険料納

付の始期を示すものではない。 

さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関



 

  

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立事案の口頭意見陳述においては、申立期間の国民年金加

入手続及び国民年金保険料の納付を裏付ける事情をくみ取ろうとしたが、

具体的な新しい証言や証拠を得ることはできなかった。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 6999 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41 年９月 15 日から同年 12 月 26 日まで 

   昭和 41 年９月 15 日から同年 12 月 25 日までＡ株式会社に勤務したが、

この間の厚生年金保険被保険者記録が無い。この期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社（現在は、株式会社Ｂ）において昭和 41 年９月

15 日から同年 12 月 25 日までＣ職として勤務し、厚生年金保険料を給与

から控除されていたと主張しているところ、申立期間に同社において厚生

年金保険の被保険者であった者のうち、連絡先の判明した同僚９人に問い

合わせ、回答があった７人のうち１人は申立人を知っていると供述してい

ることから、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していた

ことがうかがえる。 

 しかしながら、前述の同僚７人のうち、ほかの６人は、申立人について

知らない又は分からないと回答している上、株式会社Ｂは、当時の事業主

は亡くなっており、当時の記録は現存しないことから、申立人のＡ株式会

社における勤務実態及び厚生年金保険料の控除については不明と回答して

いる。 

また、申立期間において、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に申立人の記録は見当たらず、健康保険番号に欠落も無い。 

さらに、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 7003 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①及び②について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年 10 月１日から 62 年 10 月１日まで 

② 平成 13 年 10 月１日から 14 年 10 月１日まで 

国の記録では、株式会社Ａに勤務していた申立期間①及び②に係る厚

生年金保険の標準報酬月額が、その前後の月の標準報酬月額に比べて下

がっているが、昭和 58 年３月から管理職になり、残業手当は支給され

ておらず、交通費にも変更は無かったはずである。 

当該記録には納得がいかないので、第三者委員会で調査の上、当該記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②の標準報酬月額の相違について申し立てて

いるところ、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する

法律（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定

し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

しかしながら、株式会社Ａから提出のあった給与明細書（以下「当該給

与明細書」という。）に係る給与支給額に見合う標準報酬月額は、一部の

期間についてはオンライン記録の標準報酬月額（申立期間①は 44 万円、

申立期間②は 56 万円）を上回っているものの、厚生年金保険料の控除額

に見合う標準報酬月額は、全ての期間について、オンライン記録と一致し

ていることが確認できることから、特例法による保険給付の対象には当た



  

らないため、あっせんは行わない。 

なお、申立人は、「昭和 58 年３月より管理職であり、残業代は支給さ

れておらず、交通費にも変更は無い。」と主張しているところ、当該給与

明細書から、申立期間①について、残業代に該当する増務手当が支給され

ており、当該増務手当が申立期間①前後の年度に比べて低額となっている

ことが確認でき、申立期間②については、前後の年度に比べ、本人給及び

役職手当等の増減が生じたために低額となっていることが確認できる。 

このほか、Ｂ組合は、申立期間①の標準報酬月額については、資料が保

存されておらず不明であるが、申立期間②の標準報酬月額は、56 万円

（オンライン記録と一致）であると回答しているほか、申立人の主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について、確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間①及び②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 


